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ロンドンは，「グローバル・シティ」あるいは「世界都市」と呼ばれる，世界の他の大都市と同様，
多様な民族と文化のマイノリティ・コミュニティを形成してきた。このようなマイノリティ・コミュ
ニティは，ロンドンの基盤整備に主要な労働力と技術力を提供し，経済的繁栄と社会的発展に重要な
役割を果たしてきただけでなく，多様な文化をロンドンに持ち込み，新たな活力に満ちた大衆文化の
創造に貢献してきた。いっぽう今日のロンドンの現実は，その経済と社会の発展に，マイノリティ・
コミュニティおよび移民の労働力が，ますます不可欠な要員となっている反面，マイノリティ・コミ
ュニティが，かならずしも経済的繁栄を共有する機会に恵まれていないだけでなく，むしろ極端な経
済格差や社会格差が再生産され，貧困層とマイノリティ・コミュニティを社会の周辺部へと排除す
る，二極化現象に拍車をかけている。本稿では，ロンドンの極端な両極化を最もよく体現していると
思われる，ウェストミンスター市自治区を取り上げ，多様なマイノリティ・コミュニティで構成され
る北パディントン地域で，地域の再生開発に取り組む NPO法人，「パディントン開発基金

（PaddingtonDevelopmentTrust）」と，地域の当該セクターが構築するオールタナティブ・ネットワ
ーク，すなわち，いわゆる「グローバル・シティ」が象徴する金融・経済のグローバル・ネットワー
クとは異なる，ローカル・ネットワークを中心とした，地域再生の創造的取り組みについて，その地
政的背景と実践を分析し，地域に根ざしたローカル・パートナーシップの組織力と，地域再生の持続
可能性を検討する。

キーワード：ロンドン，マイノリティ・コミュニティ，地域再生，オールタナティブ・ネットワー
ク，ローカル・パートナーシップ，創造的空間開発，持続可能性



はじめに

ウェストミンスター市１）は，大ロンドン２）の

中央部（インナーロンドン）に位置し，ロンド

ンの経済，社会，文化の二極分化が最も顕著に

見られる自治体であろう。そこは「ウェストミ

ンスター」が代名する英国議会のほか，英国政

府，王立裁判所，英国国教教会，王室の宮殿な

ど，いわば英国の権力の中枢が存在する場所で

あり，またウェストエンドの商業施設や劇場，

博物館などの文化施設が集中する，英国の政

治，経済，文化の中心地である。また中産階級

や自家居住者などの，富裕層の居住地区として

知られ，ロンドンで最も豊かで強力な自治区の

ひとつである。

しかしながら，ウェストミンスター市がロン

ドンの二極化現象を最も顕著に体現していると

思われるのは，この地域が政治，経済，文化の

中心地と，富裕層居住区を有しながら，それと

は対照的に，貧困，失業，犯罪，ホームレスな

どの社会状況が，最も悪条件にある自治体のひ

とつとして，英国政府ならびにロンドン開発局

の調査に基づく統計により，指定されていると

いう事実による。

本稿では，ロンドンの中心部，ウェストミン

スター市の北西部にあり，多様なマイノリテ

ィ・コミュニティ３）が混在する北パディントン

地区で，地域再生に取り組むNPO法人，「パデ

ィントン開発基金」の地域再生事業を取り上

げ，地域住民と自治体，パブリック・セクタ

ー，プライベート・セクター，第３セクターの

各セクターが，多元的パートナーシップを組

み，地域再生に取り組んでいる実践について，

その地域的，歴史的背景と，英国の地域再生に

関する政策的背景を考察するとともに，地域に

根ざしたローカル・パートナーシップの組織力

と，地域再生における創造的空間開発の可能性

と，持続可能な地域再生力を分析する。

都市を「問題と同時に可能性もはらんでい

る」場所として，都市の地理的配置と空間的関

係，場所のアイデンティティという観点から都

市論を展開する，ドリーン・マッセイ（Doreen

Massey）（1999/2006;2005;2007）の理論は，

都市問題に対する空間的想像力を喚起する。マ

ッセイは都市の可能性を「新たな文化が交差す

る場所，それらが混合し，新たなアイデンティ

ティが作られる場所」（Masseyetal.1999/

2006:p.1）という観点から論じ，サスキア・サ

ッセン（SaskiaSassen）が『グローバル・シテ

ィ─ニューヨーク・ロンドン・東京』（１９９１）

で論じた，世界の金融，財政ネットワークの結

節点をなす「グローバル・シティ」とは異な

る，都市のオールタナティブ・ネットワークの

可能性を提示している。このようなマッセイの

都市理論は，都市の未来を，そしてロンドンの

地域再生を考える上で，積極的な理論的展開を

提示してくれる。マッセイとその他の編者は

CityWorlds（1999/2006）の中で，「都市にはひ

とつの地理とひとつの歴史がある，（したがっ

てひとつの未来がある）と考えるのは間違いで

ある。そうではなく，都市にはその開放性

（openness），すなわち新たな可能性と，人々の

間の新たな相互作用に対して開かれているとい

う特殊性」（p.vii）があり，「社会関係のより広

いネットワークの集合点」としての都市は，

「多くの出会いが起こる場所…異なった歴史と

異なった文化が集合し，交差し，混合する場

所」で，現実にはその混合の社会関係は不平等

であり，その過程そのものが，衝突，非寛容，
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暴力など多くの緊張関係を生むが，「そこから

何か新たなものが生まれる可能性」（１０９-１１０）

があり，「都市に創造的集中性を生み出すため

に，単純な交差点を積極的な交差点へと変革す

る必要」（p.１３４）があるという視点を示し，本

稿のロンドンの多民族多文化コミュニティの地

域再生の取り組みにおける，都市の創造的空間

開発と，ローカル・ネットワークの可能性を考

察する上で，非常に示唆に富んでいる。

本稿では，「グローバル・シティ」ロンドン

の地域再生を，サッセンが論じた，金融，経済

の中心としての役割とは異なった力学から考察

する。サッセンは，ニューヨーク，ロンドン，

東京の，主として経済と金融のグローバル・ネ

ットワークを動かす経済力に焦点を当て，「グ

ローバル・シティ」を論じ，そこでは，都市の

移民コミュニティを「無力」な存在，成長の

「マイナス面」として捉え，グローバル・シテ

ィ論を展開している。本稿で取り上げる北パデ

ィントン地域の多民族多文化コミュニティの文

脈において，「グローバル・シティ」ロンドン

とは，他の世界都市４）と同様，経済のグローバ

ル化が生んだ，都市への人口集中と極端な経済

格差，二極分化を是正するという，人類の大き

な命題が集約された場所として位置づけ，その

課題に取り組むにあたり，グローバル経済の金

融ネットワークとは異なる，オールタナティブ

なネットワーク，すなわちローカル・パートナ

ーシップに基づくネットワークを構築する場所

と定義し，今日のロンドンの地域再生に求めら

れている，ローカル・パートナーシップの可能

性に焦点をあてる。

まず第１章では，NOP法人，「パディントン

開発基金（PaddingtonDevelopmentTrust，以

下PDT）」の地域再生に関わる，北パディント

ン地域の歴史的，政治的，社会的背景と，大ロ

ンドン庁および英国政府の政策的背景を概括

し，ローカル・パートナーシップの重要性を検

討する。次に第２章で，PDTの地域再生事業の

実践について，都市の創造的空間開発と地域・

住民のエンパワメント，及び地域再生の要であ

るローカル・パートナーシップの組織力と持続

可能性を分析し，その課題についても考察す

る。

１．パディントン開発基金の地域再生の背景

「２１世の都市が体現している問題と可能性は，

地球が直面している最も重要な課題」であろう

と，マッセイ他の編者は述べる。なぜなら，

「人類史上初めて，人類の過半数が都市に，そ

れも単なる都市ではなく，巨大都市（mega-

cities）に居住し，毎日何万という人口が世界中

の都市に流入し，かつて例を見ないほどの世界

人口の集中と地理的状況を，我々は経験してい

る」（Masseyetal.1999/2006:p.1）からであ

る。ロンドンの状況を見ると，人口の３０％（約

２２０万人）がイングランド以外で生まれた人々

で，約３００の異なった言語が話され，１４の信仰

が存在し，１万以上の人口を有するマイノリテ

ィ・コミュニティが少なくとも５０は存在し，事

実上世界の全民族のコミュニティが，ロンドン

に存在するという（Benedictus;GLA2006）。

そしてそれらのコミュニティは，都市の社会的

ダイナミズム，あるいはポール・ギルロイ

（PaulGilroy）がいうところの「活力に富んだ

民衆的国際主義」（2004:p.9;75）を生み出す大

きな力となっている。また多様なコミュニティ

の混在化が進むいっぽう，グローバル経済がも

たらす「南北」格差の拡大がここにも集約さ
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れ，社会的，経済的格差の両極化現象が顕著に

なっている。このように貧困層とマイノリテ

ィ・コミュニティが集中する，ロンドンの多民

族多文化コミュニティの状況は，マジョリティ

とマイノリティとの関係においても，異なった

マイノリティ相互の関係においても，さらにマ

イノリティ・コミュニティ内の関係において

も，複雑かつ競争的であり，時に対立的でもあ

る。したがって異なった民族，文化，言語，宗

教，伝統，ライフスタイルを持った多様なコミ

ュニティが，地域で共存していくためには，社

会的一体性（socialcohesion）と文化的共存を

図ることが，地域再生の大きな課題である。さ

らに地域再生の大きな問題は，取り組まなけれ

ばならない多くの課題が，相互に複雑に交錯し

てコミュニティの生活に影響しているため，個

別に対応していたのでは，根本的解決は図れな

いという難しさにある。したがって，地域再生

の複合的課題に，総合的かつ各セクターに横断

的に取り組むためにも，地域に根ざしたローカ

ル・パートナーシップの構築が，非常に重要と

なっている。

本章では，PDTと北パディントン地域の地域

再生を考察するにあたり，その背景として，

１．１北パディントン地域の歴史的，政治的，

社会的背景，１．２『ロンドン計画』に見るロ

ンドンの変容と開発戦略の必要性，１．３英国

地域再生の政策的背景の３点について概括し，

ロンドンの地域再生におけるローカル・パート

ナーシップをはじめとする，開発戦略の要点を

整理する。

１．１ パディントン開発基金の地域的背景

PDTが北パディントンで地域再生に取り組

んでいる地区は，英国鉄道パディントン駅５）の

西に位置する，チャーチ・ストリート（Church

Street），ハーロウ・ロード（HarrowRoad），ク

ウィーンズ・パーク（Queen’sPark）そしてウ

ェストボーン（Westbourne）の４区６）で，図１

に見られるように，ウェストミンスター市北西

の周縁部に位置し，地理的に市庁舎から最も遠

いだけでなく，同市の政治，経済，文化の中心

とは対極にある，英国，ロンドン，そしてウェ

ストミンスターで最大の貧困層居住地区を擁す

る地域７）で，都市の開発や経済成長からは取り

残された，「本来の市民生活が収奪（deprived）

されている」（東郷 p.１７５）地域である。

英国政府が，７項目（収入，雇用，健康，教

育と技能訓練，住宅とサービス，住環境，犯罪）

について策定した，複合デプリベーション指数

（IndexofMultipleDeprivation）に基づく測定

の結果，ウェストミンスター市は，２０００年にイ

ングランドで最もデプリベーション指数の高

い，悪条件にある自治体トップ８８のひとつに，

２００４年にはトップ５０のひとつに指定されてい

る８）。またPTDが取り組む４区と重なるパデ

ィントン地域は，大ロンドン庁の調査でも，

デプリベーション指数がロンドンで最も高い

トップ２０％の，「都市再生地域（Areasfor

Regeneration）」のひとつに指定されている９）。

PDTが取り組む４区は，複合デプリベーション

指数が最も高い自治体の中の，さらに小規模の

区や町内単位の統計に基づく調査でも，悪条件

が集中する「超アウトプット地域（Super

OutputAreas:SOAs）」に指定されている。図

１で複合デプリベーション指数が最も高い，

４６-８０の地区が集中している４区が「超アウト

プット地域」で，英国政府の「地元事業成長支

援施策（LocalEnterpriseGrowthInitiative:

LEGI）」１０）の，重点地域に指定されている（図

立命館産業社会論集（第４４巻第１号）120



１参照）。

PDTがパートナーシップを組んでいる自治

体は，主としてウェストミンスター市である

が，ほかにケンジントン・チェルシー，ハマー

スミス・フラム，ブレントなど，インナーロン

ドン西部地域の複数の自治区とパートナーシッ

プを組んでいる。ロンドンの西部地域について

東郷は，「概していえることは，この地域は，ロ

ンドンの中では豊かな地域で，国際ビジネスや

製造業の集積，知的経済の成長など，多様な経

済機能を備えた地域である」（p.１７９）と光のあ

たる部分を見ているが，そんな中でPDTが取
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図１ ウェストミンスター市とケンジントン・チェルシー自治区の複合デプリベーション指数と地域再生重点地区

資料提供：パディントン開発基金

Queen’s Park
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写真１ PDT代表，ニール・ジョンストン氏



り組む地域は，ケンジントン・チェルシーを除

いて，いずれも複合デプリベーション指数が英

国で最も高い，いわば貧困地域の集合地帯であ

る１１）。しかしながら，複数の自治区にまたがっ

て存在するため，自治体同士が連携して取り組

むことが困難なために，開発から取り残された

地域でもある。困窮したコミュニティが，さら

に貧困層の人々をその地域に集めるという状況

が，この地域の貧困状態を慢性化させ，さらに

行政的要因と政治的要因が，この地域の再生開

発を遅らせたと，PDT代表のニール・ジョンス

トン氏は語る（写真１）１２）。

ウェストミンスター市は，社会階層，マイノ

リティ・コミュニティ，信仰，建築様式のどれ

についても，非常に多様な要素が混在する地域

である（White2001/2008:p.16;p.143）。ジョ

ン・アレン（JohnAllen）が言うように，「都市

は驚異的な多様性を有する場所であり…異なっ

た建築様式の並存は，異なった時代のモニュメ

ントである…建築物を見れば，その都市の歴史

をたどり，異なった文化と異なった記憶を持つ

人々が，同じ都市でどのように対面しあったか

をたどることができる」（Masseyetal.1999/

2006:pp.75-76）。ウェストミンスター市の景観

と多様性は，英国近代の多様な移民の歴史を，

まさに物語っている。１９世紀のロンドンで，道

路，運河，鉄道などのインフラストラクチャー

整備に多数動員された，アイルランドからの移

民が，この地域に多数定住した。また第二次世

界大戦後の社会と経済復興に，英国の元植民

地，新英連邦（いわゆるニュー・コモンウェル

ス）のカリブ海域西インド諸島からリクルート

された多数の移民が，この地域に最初に定住し

た。１９４８年に，「エンパイアー・ウィンドラッ

シュ号」に乗って，最初のジャマイカからの移

住者がロンドンに到着以来，西インド諸島諸国

からの大量の移民は，戦後のロンドンを大きく

変容させた（Phillips1998）。パディントン地区

とその南側に隣接するノッティングヒルも同様

に，カリブ海域西インド諸島からの移民が多数

定住したが，文化，エスニシティ，生活様式等

多くの点で，ロンドン住民と異なっており，差

別や偏見に会うことも多く（Humphriesetal.:

pp.110-11），Whiteの住民との緊張関係は，移

民にたいする暴力的な攻撃や，暴動に発展する

こともしばしばであった（同掲書pp.１２２-２３）。

いっぽうは，移民人口はロンドンに多彩な文

化を持ち込み，既存の文化を取り込むととも

に，活力に満ちた豊かな民衆文化を創造してき

た。カリブ海域西インド諸島から，ノッティン

グヒルに移住した人々によって，１９６０年代に始

められたノッティングヒル・カーニバルはその

好例で，毎年国の内外から，多くの観光客を集

める国際的カーニバルとして，今日ではロンド

ンの代表的な文化イベントのひとつになってい

る（BBCNewsOnline,‘Blackhistory1964’）。

表１１３）でウェストミンスター市と大ロンド

ンの人種・民族別人口比率を見ると，ロンドン

全体では，WhiteBritishが２００１年の５９.６％か

ら，２００５年には減少しているが，５８.２％と過半

数を占めているのに対し，ウェストミンスター

市は，WhiteBritishが２００５年に４９.０％と過半数

を割り，５１.０％がWhiteBritish以外のIrishや

OtherWhiteを含むマイノリティ・コミュニテ

ィで構成されている。またIrishやOtherWhite

を除くBME（Black&MinorityEthnic）は，ウ

ェストミンスター市全体では２８.８％だが，PDT

が取り組む北パディントンの４区は，約６万の

住民うち，４８％がWhite以外のBME（Black&

MinorityEthnic）の人口で構成され（DMAG;
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PDT），表１にみられるように，カリブ海，アフ

リカ，南アジア，中国ほかのマイノリティで構

成されている。最近では，イラン，イラク，ア

ルジェリアなどアラブ系移民が，ロンドンで最

も大きなコミュニティを形成している。

ウェストミンスター市の民族，階級，文化の

異なった要素の空間的並置（juxtaposition）は，

建築様式にもあらわれている。ジェリー・ホワ

イト（JerryWhite）は『２０世紀のロンドン』で，

保守党ジャーナリストで住宅問題の運動家でも

あった，ジョージ・シムズ（GeorgeSims）に

よる，２０世紀初頭の地域の景観描写を，以下の

ように引用している。

「（ウェストミンスターの通りには）いっぽうにス

ラム，他方に宮殿が位置する。汚れたアパートの

奥には，蔦がからまり果樹の花が咲く，絵のよう

に美しい小さな家々があり，ありふれた下宿屋と

ファッショナブルなフラットが，顔をつき合わせ

ている」１４）。

同市は一般には中産階級の多く居住する地域

として（White２００１/２００８:p.１６），またウェス

トエンドの大部分を擁していることから，商業

地域として知られているが，１９３８年にはインナ

ーロンドンで，工場数が最も多い産業自治区で

あった１５）。このようにウェストミンスターは，

富裕層と低所得者層，マジョリティとマイノリ

ティの居住区が混在し（写真２，３），建築様式

も多様であるが，PDTが地域再生に取り組む北

パディントンは，高速道路，運河，鉄道と地下

鉄が交差し，それらに沿って戦後低所得者用に

建設された，高層の公営住宅（council/social

housing）が，地域の住宅の６０％を占め，圧倒的
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表１ ロンドンとウェストミンスター市の人種・民族別人口比率（２００１年─２００５年）

Westminster（２００５）London（２００５）London（２００１）

人口（％）人口（％）人口（％）

２２８,６００７,４５６,１００７,３２２,４００Total

１１１,９００（４９.０）
６,５００（２.８）

４４,３００（１９.４）
１,８００（０.８）
１,５００（０.７）
３,４００（１.５）
３,２００（１.４）

１１,０００（４.８）
３,１００（１.４）
５,３００（２.３）
４,７００（２.１）
５,８００（２.５）
７,８００（３.４）
１,６００（０.７）
７,３００（３.２）
９,４００（４.１）

４,３４２,７００（５８.２）
１９４,２００（２.６）
６５３,８００（８.８）
７４,６００（１.０）
３９,２００（０.５）
７０,１００（０.９）
６９,４００（０.９）

４８０,３００（６.４）
１６３,８００（２.２）
１６６,９００（２.２）
１４９,０００（２.０）
３２９,４００（４.４）
４１２,６００（５.５）
６２,６００（０.８）

１０７,１００（１.４）
１４０,１００（１.９）

４,３６３,９００（５９.６）
２２３,７００（３.１）
６１７,５００（８.４）
７２,０００（１.０）
３５,１００（０.５）
６１,５００（０.８）
６２,５００（０.９）
４４５,８００（６.１）
１４６,８００（２.０）
１５７,７００（２.２）
１３６,６００（１.９）
３４８,７００（４.８）
３８８,６００（５.３）
６１,４００（０.８）
８３,３００（１.１）
１１７,３００（１.６）

White:British
White:Irish
White:OtherWhite
Mixed:White&BlackCaribbean
Mixed:White&BlackAfrican
Mixed:White&Asian
Mixed:OtherMixed
AsianorAsianBritish:Indian
AsianorAsianBritish:Pakistani
AsianorAsianBritish:Bangladeshi
AsianorAsianBritish:OtherAsian
BlackorBlackBritish:BlackCaribbean
BlackorBlackBritish:BlackAfrican
BlackorBlackBritish:OtherBlack
ChineseorOtherEthnicGroup:Chinese
ChineseorOtherEthnicGroup:Other

出典：DataManagementandAnalysisGroup,GreaterLondonAuthority,‘Demographyupdate’,October2007,
pp.1,4-５.



な存在感を示している（写真３，４，５）。

政治的要因も，北パディントン地域のスラム

化と，その後の住民の意識高揚によるPDT設

立に，大きく影響した。この地域に戦後多く建

設された公営住宅と，周辺の低家賃の住宅に居

住する，低所得者層とマイノリティ・コミュニ

ティの密集する地域では，住民の間に民族間，

階級間だけでなく，低所得者層の間にも緊張関

係を生じ，地域のスラム化現象を招いた１６）。ま

た政治的にウェストミンスター市全体は，保守

党の強い地盤であるが，１９８０年代の保守党政権

時代に，北ウェストミンスターの労働党と保守

党の激戦区で，労働党支持基盤の住民の立ち

退き政策と，保守党に有利な選挙区を確保す

るための，住宅建設にかかわるゲリマンダー

（gerrymander）のスキャンダルが起こり，住民

の反対運動は訴訟へと発展した。以後保守党政

府や自治体と，地域住民との関係は悪化し，行

政による地域開発の財政投資から疎外された地

域となった。その結果，商店は廃れ，廃墟化し

た空き家は無断居住者が占有し，地域は薬物の

売買や乱用など，反社会行動と犯罪の巣とな

り，スラム化した。この様な政治的社会的背景

が，PDT設立へとつながった。

１９９７年に労働党が１８年ぶりに政権について以

来，また２０００年に新しく大ロンドン庁が復活し

て以来，新たな地域再生への取り組みを促進す

る政策が実施され，地域住民と行政，および地

域の当該セクターのパートナーシップによる，

ローカル・ガバナンスを重視する政策や財政措
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ウェストボーンの高速道路と鉄道線路脇にそびえる公営住宅

写真２ ケンジントンの瀟洒な住宅街 写真３ ウェストボーン地区の公営住宅

写真４ 写真５



置がとられたことも，PDTの地域再生事業を促

進した。

以上の地域的背景から，PDTが取り組む地域

再生は，地域開発，貧困問題，住宅問題，雇用

促進，犯罪防止など，複合的課題に取り組まな

ければならないことがわかる。そしてそのめざ

すところは，多民族多文化コミュニティの多様

な背景を持つ住民が，共存できる空間を創出す

ること，地域住民の経済的社会的自立を支援す

ること，そして安全で持続可能なコミュニティ

を建設することであり，それらの課題に総合的

に取り組むためには，PDTと地域コミュニテ

ィ，自治体との強力なパートナーシップが求め

られている。

１．２ 『ロンドン計画』に見るロンドンの変

容と開発戦略の必要性

ロンドンの地域再生政策の背景と，開発戦略

を理解するために，ロンドンの総合的行政改革

戦略であり，都市空間の総合的開発戦略である，

『ロンドン計画（TheLondonplan）』（２００４）１７）

をもとに，開発戦略の根拠となっている，ロン

ドンの近年の変容と，ロンドンの行政改革なら

びに行政に求められている，地域再生戦略の要

点についてふれておきたい。

労働党が１９９７年に政権につくと，ブレアー政

権は大幅な行政再編成を行い，それまでサッチ

ャー政権により中央集権化された権能を，地方

へ分権するという，大きな政治課題に取り組ん

だ。サッチャー政権の「合理化路線」により，

ロンドンは１９８６年に大ロンドン庁（Greater

LondonCouncil:GLC）が廃止されて以来，１４

年間総合的行政庁が不在のまま，ロンドンの行

政機能は細分化され，中央政府に多くの権限が

付与されていた。２０００年７月に大ロンドン

（GreaterLondon）が復活し，総合的行政庁と

して，新たな大ロンドン庁（GreaterLondon

Authority，以下GLA）が創設された。

２０００年の市長選挙でケン・リビングストン

（KenLivingston）が市長に就任すると，市長と

GLAは『ロンドン計画』の提案文書（２００１），草

案（２００３）を発表し，２００４年に最終案を発表し

た。その戦略を実施し，総合的に調整する４つ

の関連機関として，ロンドン開発局（London

DevelopmentAgency:LDA），ロンドン交通局

（TransportforLondon:TfL），首都警察庁

（MetropolitanPoliceService:MPS），ロンド

ン消防・緊急事態計画庁（LondonFireand

EmergencyPlanningAuthority:LFEPA）が新

設された。そのうちロンドン開発局（LDA）の

役割は，ロンドンの持続可能な経済成長を進め

るための，経済開発と都市再生を推進すること

にある。

『ロンドン計画』の第１章は，そこで提案さ

れる戦略の根拠として，近年の「ロンドン変容

の要因」について分析し，１人口増加，特にマ

イノリティ人口の急増１８），２経済成長，３将来

の経済動向と雇用の変化，製造業の衰退と金

融，サービス部門の急成長，４環境問題の緊急

性，５ライフスタイルと価値観の変容，６情報

技術の影響，７社会的公正，すなわち社会的・

経済的二極分化に伴う貧富の格差に対して，経

済的利益の公平な配分を促す政策の必要性１９），

などについてまとめられている。このような近

年の変容の結果起きている問題として，貧困

層，マイノリティ・コミュニティに特に影響す

る住宅問題，失業問題，経済格差，そしてマイ

ノリティ・コミュニティに対する根強い社会的

排除と差別をあげている。

ロンドンは，世界経済に占める役割や，労働

ロンドンの多民族多文化コミュニティにおける地域再生（坂本利子） 125



市場の規模とその構造などが，国の内外から多

くの移民人口を集めてきた（Hamnett:p.103）

が，ロンドンにおける貧富の格差はますます広

がり，ブラックやマイノリティ・エスニックの

多くは，ロンドンの繁栄を共有する機会から排

除されてきた。たとえば失業率を見ると，ロン

ドンに住むWhiteの失業率が５.１％であるのに

対し，マイノリティの失業率は１３.５％とWhite

の２.５倍を超える（GLA2004:pp.31-32）。GLA

が２００２年１１月に発表した『二極化されたロンド

ン：首都における収入格差と貧困：要約』で

は，ロンドンが英国の他のどの都市より，貧富

の格差がきわだって大きいこと，特に貧困層に

はマイノリティ・エスニックの割合が大きいこ

と，また英国に住むマイノリティ・エスニック

の半数がロンドンに居住していることから，首

都における収入格差には，エスニシティの要素

が大きく影響していることなどを分析し，社会

的公正と持続可能な社会の実現のための対策が

急務であるとしている（GLA2002c）。ロンド

ンの多様性は，社会的，経済的そして文化的強

みであり，経済的，社会的発展に，マイノリテ

ィ・エスニックの労働力がますます不可欠２０）

となっているいっぽう，ロンドンにおける貧富

の格差は，収入，雇用，クオリティ・オブ・ラ

イフにおいてますます拡大している。『ロンド

ン計画』はこのような現状分析に基づいて，各

種開発戦略を提案している。

『ロンドン計画』は第２章「広域開発戦略」

で，優先的に空間開発を進めるべき地域をあ

げている。本稿で取り上げるウェストミンス

ターのパディントン地域は，「開発機会地域

（OpportunityAreas）」，すなわち新開発と大幅

な人口増加の可能性を潜在的に有し，新たな雇

用や住宅供給の大幅な増加に，対応可能な開発

機会を有していると考えられる，２８地域のひと

つに指定されている。さらに「都市再生地域

（AreasforRegeneration）」，すなわちロンドン

の中で最もデプリベーション指数の高い，悪条

件にあるトップ２０％にあたり，再生を進めるべ

き地域に指定されている。『ロンドン計画』は

特に「都市再生地域」を重点的に，ロンドン開

発局（LDA）と研修技能委員会（Learningand

SkillsCouncil）が，それらの地域の住民の，技

能研修と雇用促進にあたることを明記している

（GLA2004:pp.41-43）。以上，『ロンドン計画』

が分析する，ロンドンの近年の変容と開発戦略

の必要性について，地域再生にかかわる部分の

要点をまとめたが，PDTが取り組む地域再生戦

略も，以上に述べたような現状と，特に貧困

層，マイノリティ・コミュニティに影響する失

業問題，経済格差，住宅問題，そしてマイノリ

ティ・コミュニティに対する根強い社会的排除

と差別などの課題への対応を迫られている。

マッセイはルイス・マムフォード（Lewis

Mumford）の‘Whatisacity?’を引用して，

「都市計画は単に都市の物理的構造（主に建築

や道路など）の問題に取り組むだけでは，都市

の発展に対応できない」，すなわち「都市にお

ける社会関係や社会的機能を理解した」

（Masseyetal.1999/2006:p.13に引用）計画で

なければ，十分に機能しないという考えに言及

している。マッセイによれば，都市を構成して

いる空間は，人々，諸機関，諸制度等々の間の

関係によって構成される，社会関係や社会的機

能によって構成される，社会的産物であり，

「都市は個々の都市においても，都市間の関係

においても，空間的現象である」（同掲書

p.１５９）という。それは単に都市が空間に存在

し，特定の空間的形式を取るというだけでな
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く，都市が持つ特定の空間的性質，たとえば開

放性，密集性，流動性，異種性，複合性などが，

人々を都市に集中させることにより，「新たな

関係を生み出し，新たな相互作用のあり方を求

める」（同掲書p.１６２）ようになる。そして，そ

の関係や相互作用が，さらに都市空間の配置や

関係性に影響するという。したがって都市再生

は，単にその物理的構造の問題だけでなく，都

市空間を構成し，その空間的特殊性に影響を与

える，社会関係や社会的機能の再生に取り組む

ことが重要であるとしている。

PDTが取り組む，多民族多文化コミュニティ

の地域再生も，創造的都市空間の開発と，社会

関係と社会機能の再開発が，相互に密接に関係

している。創造的空間を開発することにより，

そこに新たな機能や新たな社会関係が生まれ，

また逆に新たな社会関係は新たな空間を生み出

す。都市はその空間的性質ゆえに，反目や断絶

などの緊張関係も生じる反面，社会関係の変革

の可能性もはらんでいる。PDTの地域再生の

課題は，コミュニティの多様な要素を，ローカ

ル・パートナーとして再構成し，これまで排除

されてきた多民族多文化コミュニティが共有で

きる空間を創出すること，そこで地域住民の経

済的社会的自立を促進すること，そして地域の

物理的再開発とともに，持続可能なコミュニテ

ィを建設することであり，これらは相互に関連

した地域再生の課題であり，時間はかかるが，

第２章で論じるように，確実に積極的変革をも

たらしている。

１．３ 英国地域再生の政策的背景

英国政府の策定した複合デプリベーション指

数に基づく調査で，最も悪条件にある自治体ト

ップは，「ずっと変わらず同じ自治体が指定さ

れ，４０年以上その汚名を返上できずにいるの

は，ひとつには政府と自治体の過去の再生政策

の失敗を意味する。その失敗は，デプリベーシ

ョンの本質，問題点を明確にできないか，デプ

リベーションの原因を把握できないか，それに

十分対応することができなかったというのが実

態である」とPDT代表のジョンストン氏は語

る。

１９９７年の国政選挙で勝利した労働党が政権に

就くと，地方分権化の流れは，地方行政の地域

再生政策にもおよび，その政策に大きな変化を

もたらした。２００１年に英国政府は社会排除対策

局（SocialExclusionUnit）が刊行した，『近隣

地域再生に関する新たな公約：国家戦略行動計

画（A new commitmentto neighbourhood

renewal:anationalstrategyactionplan），以下

「国家戦略」』を発表し，過去の再生政策の失

敗，特に地域住民の人的資源と英知の活用，コ

ミュニティのエンパワメントにおける失敗な

ど２１）を総括するとともに，新たな地域再生政

策の国家戦略を発表した。その特徴は，それま

での中央から地方への，あるいは行政から住民

へのトップダウンではなく，国家戦略の枠組み

の中ではあるが，地方自治体が地域の代表とし

て先導的役割を果たし，行政，住民，地域の当

該セクターが一体となってパートナーシップを

組む，地域再生におけるローカル・ガバナンス

の枠組みを策定したことと，効果的な地域再生

を進めるために，地域住民の積極的参加と，そ

のためのコミュニティのエンパワメント２２）を

図るという，ローカル・パートナーシップの役

割の重要性を打ち出した点である。「国家戦略」

は具体的には，新たな再生政策の重要な柱とし

て，行政，住民，そして地域の当該セクターが

一体となって地域再生に取り組む，「地域戦略パ
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ートナーシップ（LocalStrategicPartnerships，

以下LSPs）」のローカル・パートナーシップ構

想を打ち出し，また地域住民が積極的に参加で

きる手段を確保し，地域住民の声が十分に反映

されるよう，コミュニティのエンパワメントを

図ることは，LSPsの最も重要な役割であると

位置づけている（「国家戦略」p.５１）。

英国政府は２００５年に再生予算の地域配分につ

いて，「地元地域協定（LocalAreaAgreements:

LAA）」，すなわち英国政府と地方自治体，なら

びに地域の他のパートナーとの間に，地域再生

戦略に関する予算の，地域配分のための協定を

策定し，この協定に基づくパートナーシップに

対して，「統合再生予算（SingleRegeneration

Budget:SRB：各省庁から配分される再生財源

をひとつの予算に統合したもの）」２３）（２０００）や

「近隣地域再生財源（NeighbourhoodRenewal

Fund:NRF）」（２００１）などを，さらにひとつに

統合した再生予算を配分することとした。この

「地元地域協定（LAA）」に従って，施策や実績

が査定され，再生予算が配分される。英国政府

はこれらの政策によって，地方自治体と地域の

各セクターとの間に，より緊密なローカル・パ

ートナーシップを構築し，地域に密着したロー

カル・ガバナンスによる地域再生を図ってい

る。本稿で取り上げているPDTは，ウェスト

ミンスター市の LSPであり，「地元地域協定

（LAA）」による再生予算の受け皿である，「ウ

ェストミンスター市パートナーシップ」の中心

メンバーである。

「国家戦略」は，新たな再生政策の重要な柱

として，「地域戦略パートナーシップ（LSPs）」

の ほ か，「近 隣 地 域 運 営（Neighbourhood

Management：自治区の中のさらに小規模単位

の区である，近隣地域を担当するパートナーシ

ップ）」，「近隣地域再生策（Neighbourhood

Renewal）」，「近 隣 地 域 先 導 的 施 策

（NeighbourhoodPathfinders）」，「近隣地域再

生財源（NeighbourhoodRenewalFund:NRF）」

等を導入，政策の修正や変更を加え，地域再生

政策における近隣地域単位の取り組みと，ロー

カル・パートナーシップの導入・定着を図って

きた。これらの個々の政策について詳述するこ

とは，本稿の目的ではないが，これらの政策を

担う重要な柱であるLSPsとLAAが，ローカ

ル・パートナーシップとPDTの地域再生の取

り組みに，有機的な連携の構造を与え，その組

織力と持続可能性に貢献していると思われる。

したがってここでは，LSPsとLAAの要点を概

括し，PDTの再生事業において，どのように組

織化され機能しているかについてふれておきた

い。なお，英国地域再生政策に関する情報は，

主としてPDTより提供された資料，情報と，英

国政府「社会排除対策局」が刊行した，「国家戦

略行動計画」（２００１），「環境・交通・地域担当

省（DepartmentoftheEnvironment,Transport

andtheRegions:DETR）」発行の，『地域戦

略パートナーシップに関する手引き（Local

strategicpartnershipgovernmentguidance）』

（２００１），「ロンドン自治体連合（Associationof

LondonGovernment）」発行の『ロンドンの

地域戦略パートナーシップと近隣地域再生

（Localstrategicpartnershipandneighbourhood

renewalinLondon）』（ALG２００３），及び「コ

ミュニティと自治体担当省（Departmentof

CommunitiesandLocalGovernment）」の「近

隣地域再生対策局（NeighbourhoodRenewal

Unit）」のホームページによる。

「国家戦略」はローカル・パートナーシップ

の重要性に関して，住民のクオリティ・オブ・
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ライフの向上を図るために，市民，コミュニテ

ィ，そして自治体が協力して積極的に参画する

こと，そして公共サービスの向上は，サービス

供給者が地域の必要性に敏感であり，また複雑

な問題群に取り組むために，伝統的なセクター

間の境界を越えて，協力できるかどうかにかか

っているという認識を示し，「地域戦略パート

ナーシップ（以下LSPs）」の構想を打ち出した。

LSPsとは，各地方自治体の行政圏域に属する

が，行政とは独立した機関で，自治体と地域住

民（実際にはその代表）との間で，意思決定や

実際のサービス供給を行う仲介的パートナーシ

ップ組織である。メンバーは，地方自治体と各

パブリック・セクター，地域のビジネス，宗教

団体などのプライベート・セクター，ならびに

PDTのようなボランタリー・コミュニティ・

セクター（第３セクター）など，地域に拠点を

もつ異なったセクターの代表で構成される。各

地方自治体にLSPsの設置が義務付けられてお

り，PDTはウェストミンスター市のLSP，「ウ

ェストミンスター市パートナーシップ」の中心

メンバーである。

従来の行政主導の地域再生には，複雑な権力

関係と行政機能に，大きな問題を抱えていた。

つまり地方自治体とコミュニティ，地方自治体

と中央政府，各省庁と政府と大ロンドン庁，大

ロンドン庁の各局間など，複雑な権力構造の中

で微妙に作用するパブリック・セクターの権力

関係は，時にパブリック・セクターの機能を鈍

らせ，ロンドンにおける地域再生事業のパート

ナーシップという枠組みにおいて，有効な再生

政策の実行を困難にしていた。つまり，意思決

定のプロセスで，膨大かつ煩雑な手続きに時間

がかかり過ぎるため，地域住民に必要なサービ

スを，効率的に供給することが困難であった。

もうひとつの問題は，行政主導の地域再生に

は，住民参加という側面が軽視され，コミュニ

ティのエンパワメント２４）という視点が欠けて

いたため，地域が必要とする施策やサービスが

提供されず，特に貧困層とマイノリティ・コミ

ュニティは排除される傾向にあった（「国家戦

略」第５章）。そこでこのような機能低下に対

応するために，政府が打ち出したのが，「国家

戦略」をはじめとする，コミュニティを拠点に

した再生開発を実施するための，一連の政策で

あり，特にLSPsとLAAは，住民参加のシステ

ムと，地域の各セクターをまとめるローカル・

パートナーシップが，有効に機能するための重

要な柱となっている。

現在のLSPsとLAAの制度の中では，意思決

定のプロセスが簡略化され，次章でローカル・

パートナーシップの機能を検討するように，地

域住民の代表が意思決定のプロセスに参画し，

地域住民の声が直接とりあげられるメカニズム

が構築されている（PDT2007b）。またLAAに

よって，各省庁や他の財源からの再生資金が，

統合されて自治体へ配分されるため，LSPsを

中心に，より迅速に意思決定や施策の実施が進

めやすいインフラストラクチャーが構築され，

地域住民の必要とするサービスが，効率的に供

給されやすくなっている。PDTが取り組む地

域再生事業の具体的事例と，北パディントン地

域のローカル・パートナーシップのインフラス

トラクチャーについては，次章で詳述する。
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注
１） ウェストミンスター市は，ロンドンの３２の首

都自治区のひとつであるが，市としての行政上
の地位も有する。歴史的に教区の大聖堂を持つ
町に，市としての地位が与えられたことによ
る。

２） 本稿で言及するロンドンとは，ロンドン市
（theCityofLondon）とロンドン市所轄の３２の
首都自治区（metropolitanborough）を含めた，
大ロンドン（GreaterLondon）の行政区をさ
し，中 央 部 の イ ン ナ ー ロ ン ド ン（Inner
London）とその周囲のアウターロンドン
（OuterLondon）からなる。市の中心から半径
約２５キロメートルの地域で，人口約７５０万を抱
えるメトロポリス，すなわち首都であり，ロン
ドンが，近代帝国主義と植民地支配の歴史の中
で担ってきた，いわゆる「母なる都市」でもあ
る。

３） 本稿では，コミュニティという語を，いくつ
かのレベルで使用している。「マイノリティ・
コミュニティ」は，WhiteBritish以外のWhite
（アイルランドや東西ヨーロッパ，トルコ，ギ
リシャ出身者，ユダヤ系移民と，彼らの子孫）
も含む，各マイノリティ・エスニックのコミュ
ニティをさす。ただしBME（Black&Minority
Ethnic）は，Whiteと自己定義するすべてのグ
ループを除く，マイノリティ・エスニックをさ
し，BAME（Black,Asian&MinorityEthnic）
と標記されることもある。
本稿で取り上げる，北パディントンには，海

外から移住した多様なマイノリティと，その子
孫がコミュニティを形成しているが，一方で経
済的繁栄を共有する機会を奪われた，貧困層の
WhiteBritishも多く居住している。したがっ
て本稿でいう「多民族多文化コミュニティ」と
は，民族や文化，ライフスタイルのほかに，階
級の要素も含み，地域に居住する多様な「マイ
ノリティ・コミュニティ」および，White
Britishの貧困層も含んでいる。
「地域コミュニティ」は，パディントン開発
基金が対象とする地域に居住する，すべての住
民からなるコミュニティをさす。

４） 「世界都市」という造語は，１９１５年にすでに
パトリック・ゲデス（PatrickGeddes）によっ
てCitiesinevolutionの中で使われ，その概念が
議論されており，「グローバル・シティ」とは
何かと言う議論は，サッセンの前から１世紀近
く行われてきた。ロンドンの「世界都市」「グ
ローバル・シティ」論については，Friedman
and Wolff（1982）;Fainstein and Harloe

（2000）;Robinson（2002）;Massey（1999/2006;
2005;2007）を参照。

５） パディントン駅は１８３８年に開設，１８５４年に拡
張され，アイルランド移民をはじめ，多くの移
民が建設に携わり，パディントン地域に多く定
住した（White2007/2008:p.44）。

６） それらの４区のほかに，ケンジントン・チェ
ルシー自治区のセント・チャールズ（St
Charles）ほか，他の区も一部含まれ，いずれも
豊かな自治区の中の，貧困層が集中して居住す
る区である。

７） たとえばチャーチ・ストリート区には，１マ
イル平方に１２,０００人の住民が居住し，インナー
ロンドンの平均人口密度の３倍に達する。その
構成は，WhiteとBMEがそれぞれ約５０％ずつ
で，White人口は伝統的に労働者階級で構成さ
れ，BMEはウェストミンスターで最も大きな
バングラデッシュ・コミュニティとアラブ系コ
ミュニティが大きな割合を占めている。失業率
は５０％と非常に高く，収入は全国で最も低い地
域５％に属している（PDT2007b:p.6）。

８） 複合デプリベーション指数とは，収入，雇
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用，健康，教育と技能訓練，住宅とサービス，
住環境，犯罪の７項目について策定された指数
に基づいて，イングランドの自治体が測定さ
れ，最も悪条件にある自治体が選ばれる。目的
は地域再生，経済開発の財源配分の指標とする
ためで，ウェストミンスターは２０００年にはいず
れの指数においても最もデプリベーション指数
の高いトップ８８の自治体のひとつに，２００４年に
はトップ５０の自治体のひとつに指定されてい
る。ロンドンでは，ほかに，ブレントとハマー
スミス・フラムの２つの自治区が２００４年度のト
ップ５０に指定されている（LondonCouncils,
‘Indexofmultipledeprivation(IMD2004):

update’）が，これらの自治区も北パディントン
と隣接した地域で，PDTが対象とする地域が含
まれている。図１参照。

９） ロンドン開発局（LDA）が測定したデプリベ
ーション指数（IndexofDeprivation:ID）にし
たがって，貧困と労働市場からの疎外，公的手
当てへの依存，教育，健康，住宅，の５項目に
おいて，最も悪条件にある地域２０％を「都市再
生地域（AreasforRegeneration）」に指定して
いる（GLA2004:pp.41-43）。

１０） 「地元事業成長支援施策（LocalEnterprise
GrowthInitiative:LEGI）」とは，２００５年に財務
相によって発表された地域再生特別予算で，デ
プリベーション指数の高い地域への財政投資と
事業支援により，それらの地域の経済性と生産
性を高め，収入と雇用を改善し，持続可能なコ
ミュニティの発展を図る目的で設けられた（「近
隣地域再生対策局（NeighbourhoodRenewal
Unit）」ホームページ）。

１１） PDTが対象とする地域は，主としてウェスト
ミンスター市の行政区内にあり，ウェストミン
スター市が主な自治体パートナーであるが，地
域的に他の自治区のケンジントン・チェルシ
ー，ハマースミス・フラム，ブレントとの境界
に位置するため，それらの自治体ともパートナ
ーシップを組んで，再生事業に取り組んでい
る。

１２） 本インタビューは，２００８年１月３１日に実施し
た。本稿で取り上げるジョンストン氏提供の情

報は，インタビューのほか，電子メールによる
情報も含んでいる。

１３） 表２は，DMAG（２００７）に掲載されたデータ
の，ロンドンとウェストミンスターに関連する
部分を，筆者が表にまとめたものである。

１４） GeorgeR.Sims(n.d.)Offthetrackin

London.p.78。White2001/2008:p.18に引用。
１５） １９３８年のインナーロンドンには，約３７,０００の

工場と，そこで働く７４４,０００人の工場労働者が
いた。そのうち工場数でみると，ウェストミン
スター市が４,４１４で最も多く，労働者の数でみ
ると，フィンズベリー（Finsbury）もと自治区
が６７,０００で最多で，いずれもインナーロンドン
で最大の産業自治区であった（White2001/
2008:p.191）。

１６） Hamnett:pp.162-63;White2001/2008:pp.

147-48;NeilJohnstonインタビュー。
１７） ２００１年５月に提案文書，２００２年６月に草案が

発表され，最終案が２００４年２月に出されたが，
以後評価と変更が加えられている。ロンドン行
政の再編成と『ロンドン計画草案（Thedraft
Londonplan）』については，東郷（２００４）を参
照。

１８） ロンドンのマイノリティ人口は，特に１９６０年
代以降，急速に増加した。それまで圧倒的に
WhiteBritishが優勢であった人口構造は，マイ
ノリティ・コミュニティの多様性の拡大と，そ
れぞれの人口増大により，マイノリティ人口の
急速な拡大をもたらした。『ロンドン計画草案』
によると，ロンドンの過去２０年の人口増は，主
に海外からのマイノリティ人口の増大による
（GLA2002b:p.3）。毎年大ロンドンの行政区域
外へ大量の人口が流出を続け，他の地域からロ
ンドンへ流入する人口より５３,０００人も多いにも
かかわらず，なおロンドン全体の人口が急速な
増加を示しているのは，海外からの移民が増え
続けているためで，マイノリティ人口は，１９９１
年から１０年間で約５３％も増加している。特に若
い世代の移民が増え続け（OfficeforNational
Statistics;Hall:pp.5-7），英国全体の出生率を上
げている。ロンドンで出生する子どもの４人に
１人は，外国生まれの母親から出生している
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（GLA2004:p26;Benedictus）。２００１年の国勢調
査に基づく試算によれば，ロンドンの労働人口
は，２０１６年までに５１６,０００人増加し，そのうちの
４１１,０００人（８０％）がBME（Black&Minority
Ethnic）の人口であると予測されている（GLA
2004:p.26）。

１９） GLAが２００２年５月に発表した「人種平等政策
（Raceequalityscheme）」は，ロンドンの多様
性を，発展の原動力，好条件と捉え，市長の公
約であり，政策の中心的ビジョンのひとつであ
る，平等な社会の実現のため，人種差別に対す
る挑戦と根絶，労働市場における人種的平等な
どを実現するための政策を提案している
（GLA２００２a）。

２０） たとえば看護士などの専門的技能を持つ移民
労働者が，英国の国民健康保険による医療サー
ビス（NHS）をささえている。ロンドンでも，
スリランカや南アフリカなど，いわゆる発展途
上国から，多くの医療労働者をリクルートして
いる。マッキントッシュによれば，このように
特殊技能を持った労働者が，低賃金の発展途上
国から，アメリカ合衆国，英国，カナダなどの先
進諸国に流入しているのは，一時的労働不足を
補うための政策によるものではなく，熟練労働
者市場の国際的統合現象であり（Mackintosh
etal.:p.762,Massey2007:pp.189-90に引用），
今後も発展途上国から先進諸国への労働力の流
入は，増加していくと思われる。主な原因は，
先進国の先端技術力，技術労働者獲得の国際的
競争力，南北の膨大な賃金格差などで，その結
果，教育費や訓練費を負担して，熟練労働者を
育成した発展途上国にとっては，技術力や頭脳
の流出は，先進国との経済格差をますます拡大
させる要因になっている。ロンドンの場合，特
に医療の民営化と営利化が，上記のような医療
労働市場の格差をさらに拡大している。このよ
うに英国の経済と社会は，移民労働への依存度
が非常に高く，医療サービスに見られるよう
に，移民の労働力がなければ，たちまち破綻し
てしまうであろう（Massey2007:pp.189-90;
Hamnett:pp.103-104）。

２１） SocialExclusionUnit:p.7;PDT2007b:p.3。

２２） 英国地域再生のコミュニティ・エンパワメン
ト政策については，岩満（２００７）が詳述してい
る。

２３） 「統合再生予算（SingleRegenerationBudget）」
の背景については，南部繁樹，中澤容子（２００３）
を参照。

２４） 岩満（２００７）は，英国地域再生のコミュニテ
ィ・エンパワメント政策を「少数派のコミュニ
ティが市民社会内部で対等に意思表明できるよ
う社会的地位を高め，そしてVCO（Voluntary
andCommunityOrganization）がセクターとし
て地方自治体と対等になるような政策」（p.９６）
と定義している。本稿ではコミュニティのエン
パワメントについて，岩満の定義を含む，いく
つかのレベルで論じている。２．２「パディン
トン開発基金の地域再生事業の実践と再生力」
の（２）「強力なコミュニティの構築：エンパ
ワメント」を参照。
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Abstract:London,aswithanyother‘global’or‘world’city,hasbeenattractingadiversearrayof

minorityethniccommunities.Suchcommunitieshavecontributednotonlytothecity’seconomic

prosperityandsocialdevelopmentwiththeirskillsandlabourbutalsocreatedaconvivialdemotic

culturebybringingdiverseculturesintothemetropolis.Whileimmigrantworkersareincreasingly

vitaltotheeconomicgrowthandsocialdevelopmentofthecity,theyarenotalwaysoffered

opportunitiestosharetheprosperity.Theyareoftenexcludedfromthemainstream,keptonthe

peripheriesofthecitybyextremesocialandeconomicdivisionsreproducedandevenwidenedby

theglobaleconomy.

Thispaperlooksatneighbourhoodrenewalinamultiethnicandmulticulturalcommunityin

NorthPaddingtonintheCityofWestminster.TheCityexemplifiesthemostextremedivisions

betweentherichandthepoorinLondon.ThePaddingtonDevelopmentTrustinNorth

Paddingtonisacharitableregenerationorganisationwhichisbasedinthemostdeprivedareasof

Westminster.TheTrustiscommittedtodevelopinglocalnetworksbetweenvariousstakeholders

toworkinpartnershipinneighbourhoodrenewal.Thoselocalnetworksarealternativestothe

globalnetworksofeconomyandfinanceledbythe‘globalcities’.Thepurposeofthispaperisto

examinethecreativeengagementoftheTrustandthelocalpartnershipsofdifferentsectorsin

theirneighbourhoodrenewal.Italsolooksatthegeopoliticalbackgroundoftheirengagementand

discussestheorganisationalstrengthsoflocalpartnershipsledbytheTrustandthesustainability

oftheirneighbourhoodrenewalanddevelopment.

Keywords:London,minoritycommunity,neighbourhoodrenewal,alternativenetwork,local

partnership,creativedevelopmentofspace,sustainability
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